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 税理士法
（税理士会の会則）

第四十九条の二
２ 税理⼠会の会則には、次の事項を記載しなけれ

ばならない。
⼀〜九 （省略）
十 租税に関する教育その他知識の普及及び啓発
のための活動に関する規定

（⽇本税理士会連合会の会則）
第四十九条の十四 ⽇本税理⼠会連合会の会則には、

次の事項を記載しなければならない。
⼀ 第四十九条の二第二項第⼀号、第三号から第

五号まで及び第十号から第十二号までに掲げる
事項

 ⾦融商品取引法
（認可協会による啓発活動等）

第七十七条の四 認可協会は、⾦融に係る知識の普及、啓発
活動及び広報活動を通じて、⾦融商品取引業の健全な発展
及び投資者の保護の促進に努めなければならない。
（投資者保護の促進等）

第七十⼋条の二 認定⾦融商品取引業協会（略）は、前条第
二項各号に掲げるもののほか、⾦融に係る知識の普及、啓
発活動及び広報活動を通じて、⾦融商品取引業の健全な発
展及び投資者の保護の促進に努めなければならない。

 ⾦融審議会ディスクロージャーWG報告
－建設的な対話の促進に向けて－(平成28年4⽉18⽇)

P.17 脚注17
中⻑期的な視点からの投資判断を⾏うためには、財務諸表
等を理解するための会計知識に関する教育も重要であると
考えられる。



「ハロー！会計」という会計講座を実施しています
 公認会計士が⾏う会計講座
 公認会計⼠が講師となり、⽇常の経

済活動を題材にして、会計の基礎的
な内容や役⽴ちを体感してもらう講
座

 小学生・中学生対象

 社会貢献活動として無料で実施
 2005年〜
 学校への訪問講義367回
 外部会場で⾏う公開講義182回
 延べ約4万人の受講者
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会計基礎教育の推進に関する基本方針（2017年7月11日）
（会計基礎教育の現状と協会の役割）

会計は、経済活動を記録・計算することにより実態を把握し、そ
の結果を利害関係者に報告するものであり、国⺠が、経済活動を正
しく理解し、広く社会で活躍するためには、会計リテラシーを⾝に
付けることが必要である。

諸外国においては若年段階から会計について主体的に学ぶ場が設
けられている例もあるが、我が国においては、広く国⺠に会計リテ
ラシーを⾝に付けるための教育の機会が乏しい状況にある。

協会は、これまでにも、⼩中学⽣対象の「ハロー︕会計」などを
通じて会計基礎教育の普及に努めてきたところであるが、会計専門
家である公認会計⼠の職業専門家団体として、会計基礎教育の⼀層
の充実に向けて、中心的な役割を果たしていかなければならない。
（会計基礎教育の推進に関する基本的な方向性）

広く国⺠全体が会計リテラシーを⾝に付けるためには、若年段階
で教育の機会が提供されることが望ましい。その意味で、初等中等
教育段階における機会の充実が必要であることは論を待たない。し
かし、自ら社会生活を送ることとなったり、ビジネスに携わるよう
になったりする際に、改めて必要な会計の必要性・有用性を想起さ
せる機会もまた、必要である。

そのため、⽇本公認会計⼠協会としての会計基礎教育の推進は、
その対象を若年段階に限定しない。会計リテラシーを⾝に付けるた
めに、初等中等及び高等の各教育段階並びに成人の各段階で必要と
される教育の機会の充実を目指していく。

（社会貢献としての会計基礎教育の推進）
⽇本公認会計⼠協会では、従来から、公認会計⼠の後進育成につ

いての活動を積極的に⾏ってきた。公認会計⼠の後進育成に関して
は、ある程度若年段階から会計⼜は公認会計⼠への興味・関心を惹
起させ、会計の専門的な学習へ誘導することを足掛かりとして展開
されてきた。

会計に対する興味・関心の惹起という点では、会計基礎教育の推
進と公認会計⼠の後進育成には、手法として重なり合う部分もある。
しかしながら、国⺠全体への会計リテラシーの普及と専門家の育成
とでは⽬的が明確に異なり、これを混同してはならない 。

この基本方針に沿って進められる会計基礎教育の推進は、社会の
重要なインフラである会計を広く国⺠に普及させ、持続可能な社会
の構築に貢献しようとするものである。
（ＳＤＧｓ達成への貢献）

社会の持続可能性は適切な経済活動を通じて維持される。経済活
動の前提となる会計リテラシーの普及は、国際連合によって提唱さ
れているＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の達成にも貢献すること
ができる。

また、ＳＤＧｓでは、⽬標４として「質の高い教育をみんなに」
が設定されている。会計リテラシーの普及は、その⽬標達成に特に
貢献できるものであり、これを明確にして取り組んでいく。
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学校教育でも「会計情報の活用」がはじまりました
 学習指導要領解説

中学校〔社会編〕(2021年度〜)
・・・効率と公正などに着⽬したり関連付けたりして，
これまで我が国の経済活動を支えてきた個人や企業の
取組を受け継ぎつつ，今後様々な形態の起業が市場の
拡大や多様化を促し，新たな雇用を創出することが予
測されていることについて多面的・多角的に考察し，
表現できるようにすることが大切である。また，資⾦
の流れや企業の経営の状況などを表す企業会計の意味
を考察することを通して，企業を経営したり支えたり
することへの関心を高めるとともに，利害関係者への
適正な会計情報の提供及び提供された会計情報の活用
が求められていること，これらの会計情報の提供や活
用により，公正な環境の下での法令等に則った財や
サービスの創造が確保される仕組みとなっていること
を理解できるようにすることも大切である。

高等学校〔公⺠編〕公共 （2022年度〜）
・・・その際，例えば，資⾦を必要とする企業は銀⾏
などからの借入によるだけではなく，株式や社債の発
⾏によっても資⾦調達ができること，経営者と投資家
などとの間には企業の経営状況に関わる情報の保有量
や質に差が存在することから，企業には法に基づく適
正な手続きに則った企業会計に関わる情報の開示が求
められており，会計情報の提供や活用により，公正な
環境の下での法令等に則った財やサービスの創造が確
保される仕組みになっていること，中央銀⾏は政策⾦
利を引き下げたり，市場に供給する資⾦量を増やした
りしてデフレーションに対処していることなどの観点
から多面的・多角的に考察，構想し，表現できるよう
にすることが考えられる。なお，その際，企業の会計
情報の活用などにより，企業を経営したり支えたりす
ることへの関心を高めることができるよう，指導を工
夫することも考えられる。
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中学校における対応状況調査（2021年1月）
 調査概要

 47都道府県の中学校（国⽴・公⽴）300校に調査票送付（106校から回答・回収率35.3%）
 ポイント
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 「企業会計」や「会計情報」の
内容の認知度
学習指導要領解説に掲載された「企業会
計」や「会計情報」の内容について、
「具体的な内容まで知っているわけでは
ない」が67.9％。

 「会計」を授業で取り扱う上で
の不安の有無
授業で新たに「会計」を取り扱う上で、
不安が「ない」は8.5％。
不安が「ある」が90.6％。

 不安の解消に必要なこと
「授業で使用する教材（用語解説やワー
クシートなど）を入手する」が 81.3%。
「授業の準備で使用するマニュアル（指
導案やモデル動画など）を入手する」が
77.1%。

よく知っている, 

4.7%

具体的な内容まで知っ

ているわけではない, 

67.9%

全く知らな

い, 22.6%

無回答, 4.7%

不安がある, 

90.6%

不安がない, 

8.5%

無回答, 

0.9% 81.3%

77.1%

37.5%

31.3%

29.2%

授業で使用する教材を入手

授業の準備で使用するマニュ

アルを入手

教員向けの講習会

自身の会計の学習のための

解説動画を視聴

自身の会計の学習のための

本を入手

詳細 → https://jicpa.or.jp/news/information/2021/20210623efh.html

https://jicpa.or.jp/news/information/2021/20210623efh.html


学校の授業のサポート
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ALL

協会の推進体制等
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中等教育教材編集委員会
 中学校・高校の授業で利用可能な教材を開発。

会計⼠のほか、社会科教育、会計学の研究者、
中高の現職教員で構成。 （メンバー等）

ハロー！会計運営委員会

 ハロー︕会計に関する各種の方針の決定、コ
ンテンツ・手法を開発。

会計リテラシー普及ツール開発部会

 「会計リテラシー・マップ」に基づく普及
ツールやウェブサイトの充実のためのコンテ
ンツを開発。

中学生
高校生

小学生
中学生

Web
SNS
展示

教員 正規の
授業

会計⼠
訪問型
公開型
Online
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ご清聴ありがとうございました


